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○基礎年金国庫負担割合２分の１
（平成24・25年度の基礎年金国庫負担割合２分の１の差額に係る費用を含む）

○社会保障の充実
・幼児教育・保育の無償化
・高等教育の無償化
・子ども子育て支援新制度の実施
・医療・介護サービスの提供体制改革
・医療・介護保険制度の改革
・難病・小児慢性特定疾病への対応
・年金生活者支援給付金の支給 等

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増
・診療報酬、介護報酬、年金、子育て支援等についての物価上昇に伴う増

○後代への負担のつけ回しの軽減
・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が確保できていない既存の社会保障費

〈令和２年度消費税増収分の内訳〉（公費ベース）

（注１）増収額は、軽減税率制度による減収影響を除いている。
（注２）使途に関しては、総合合算制度の見送りによる4,000億円を軽減税率制度の財源としている。

令和２年度の消費税増収分の使途について

3.4兆円

3.89兆円

0.60兆円

《増収額計：14.1兆円》

5.8兆円

令和元年12月20日
第７回社会保障制度改革推進本部資料
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事 項 事 業 内 容
令和２年度
予算案

（参考）
令和元年度
予算額国分 地方分

子ども・子育て支援
子ども・子育て支援新制度の実施 6,526 2,985 3,541 6,526

社会的養育の充実 474 237 237 474
育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 17

医
療
・
介
護

医療・介護サービス

の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等

・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）

・ 診療報酬改定における消費税財源等の活用分

1,194

602

796

425

398

177

1,034

476

地域包括ケアシステムの構築

・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）

・ 平成27年度介護報酬改定における消費税財源の活用分
（介護職員の処遇改善等）

・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

824
1,196

534

549
604

267

275
592

267

824
1,196

534

医療情報化支援基金 768 768 0 300

医療・介護保険

制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612

国民健康保険への財政支援の拡充
・ 低所得者数に応じた自治体への財政支援 1,664 832 832 1,664
・ 保険者努力支援制度等 2,272 2,272 0 1,772

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 700
70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248
介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 1,572 786 786 900
介護保険保険者努力支援交付金 200 200 0 －

難病・小児慢性

特定疾病への対応
難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用 等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金

年金受給資格期間の25年から10年への短縮 644 618 26 644
遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 68 64 4 61
年金生活者支援給付金の支給 4,908 4,908 0 1,859

合 計 27,111 18,282 8,829 21,930

令和２年度における「社会保障の充実」（概要）

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２） 消費税増収分（2.31兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.4兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（2.71兆円）の財源を確保。

（注３） 保育士の処遇改善については、「社会保障の充実」における全職員を対象とした３％の処遇改善を実施（平成27年度）。このほか、「社会保障の充実」とは別に、平成29年度から全職員を対象とした

２％の処遇改善を行うとともに技能・経験に応じた月額最大４万円の処遇改善を行うなど、取組を進めている。

（注４） 勤務医の働き方改革の推進のために令和２年度に措置した143億円を含む。

（注５） 救急病院の勤務医の働き方改革の推進のために令和２年度診療報酬改定において措置した126億円を含む。

（注６） 医療における保険者の予防・健康インセンティブの強化を図る観点から、地方自治体における予防・健康づくり事業を後押しするため、従来の保険者努力支援制度とは別に令和２年度に措置した500億円を含む。

（注７） 従来の保険者機能強化推進交付金200億円と合わせて、介護における保険者の予防・健康インセンティブの強化を図る観点から、地方自治体における予防・健康づくり事業を後押しするため、令和２年度に200億円を措置。

（注４）

（単位：億円）

（注３）

（注５）

（注６）

（注７）
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2025年（令和７年）に向けて、住み慣れた地域で必要な医療を受けながら生活できるよう、医療提供体制の改革を行う。

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等

Ⅰ 診療報酬改定

○ 2025年に向けて､質の高い在宅医療の推進など地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化･強化、連携に重点的に取り組む。

○ 平成26年度診療報酬改定 ： 消費税財源を活用した診療報酬本体の上乗せ（令和２年度所要額：公費409億円）

○ 平成28年度診療報酬改定 ： 医療保険制度改革に伴う、国民健康保険組合の国庫補助の見直しによる財政効果を活用し、診療報酬本体に

上乗せ（令和２年度所要額：公費34億円）。

○ 平成30年度診療報酬改定 ： 医療保険制度改革に伴う、国民健康保険組合の国庫補助の見直しによる財政効果を活用し、診療報酬本体に

上乗せ（令和２年度所要額：公費34億円）

○ 令和２年度診療報酬改定 ： 消費税財源を活用した救急病院における勤務医の働き方改革への特例的な対応

（令和２年度所要額：公費126億円）

○ 都道府県が策定した地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携に必要な基盤整備や、在宅医療の推進、医療従事者等の確保・養成、
勤務医の働き方改革の推進に必要な事業を支援するため、必要な財源を確保する。

Ⅱ 三位一体改革の推進に係る支援制度

○地域医療構想の策定
１．２０２５年の医療需要と病床の必要量

・高度急性期・急性期・回復期・慢性期
の４機能ごとに推計

・都道府県内の構想区域（二次医療圏
が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現する
ための施策

病床の機能分化・連携
（地域医療構想を踏まえた基盤整備）

在宅医療の推進
（地域包括ケアシステムの構築に向けた拡充）

医療従事者等の確保・養成
（病床機能等に対応した人員配置、
連携に必要な人材確保等の拡充）

平成27年～28年度 構想を踏まえて
事業が本格化

（令和２年度所要額：公費1,194億円）（※基金の負担割合 国2/3 都道府県1/3 ） ※介護分については別途記載

勤務医の働き方改革の推進
（労働時間短縮に向けた総合的な取組
の実施）

新

（令和２年度所要額：公費143億円）

～地域医療構想～
各医療機関の役割分担

医療機関

医療機関

必要な基盤整備等を支援

(高度)急性期機能

回復期機能

慢性期機能

住まい
在宅医療

医療機関

地域医療介護総合確保基金（医療分）
平成29年度～

基金の都道府県計画

令和元年12月20日
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勤務医の働き方改革の推進（地域医療介護総合確保基金による新規対応分）

勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、以下の財政的支援を行う。
⇒地域医療の確保を目的として都道府県が医療機関向け補助を実施

補助の対象となる医療機関
地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境と
なっていると都道府県知事が認める医療機関。
（補助に当たっては客観的要件を設定）

※基金の補助対象は、診療報酬での消費税財源を活用した救急病院における勤務
医の働き方改革への特例的な対応の対象となる医療機関と重複しないことを予
定。

連続勤務時間制限・勤務間インターバル、面接指導などに取
り組み、かつ、時短計画を定めるなどを条件に交付する。

補助対象経費
上記の総合的な取組に要する、ＩＣＴ等機器、休憩室
整備費用、改善支援アドバイス費用、短時間勤務要員
の確保経費等をパッケージとして補助する。

医師の労働時間短縮に向けた総合的な取組の実施
医療機関において医師の労働時間短縮のための計画を策
定し、勤務環境改善のための体制整備として次のような
取組を総合的に実施
・勤務間インターバルや連続勤務時間制限の適切な設定
・当直明けの勤務負担の緩和
・複数主治医制の導入
・女性医師等に対する短時間勤務等多様で柔軟な働き方

を推進
・タスク・シフティング、タスク・シェアリングの推進
・これらに類する医師の業務見直しによる労働時間短縮

に向けた取組

H

地域医療勤務環境改善体制整備事業

支援

令和２年度所要額（公費）143億円
※地域医療介護総合確保基金（医療分）1,194億円の内数

令和元年12月20日
第７回社会保障制度改革推進本部資料

（一部加工）

4



地域医療構想推進のための地域医療介護総合確保基金の活用と新たな財政支援の整理
○ 地域医療構想を推進するため、地域医療介護総合確保基金（区分Ⅰ：地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業）により財政支援（国：2/3、都道府県1/3）を行ってきている。

〇令和２年度においては、新たな病床ダウンサイジング支援として、全額国費による新たな予算事業を創設

（令和３年度以降においては、消費税財源による事業とするための法改正を行った上で実施）。

〇今後は確保基金と新たなダウンサイジング支援の組み合わせにより再編統合案件に対する支援額の規模を拡

大するとともに、財政支援の死角を無くし、地域医療構想の推進を加速化する。

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

稼働病床の１０％以上削減

施設・設備の整備に係る費用が基本

病床200床 病床150床

確保基金では対処が難しい課題について対処

複数病院の統廃合の活用事例

単独病院のダウンサイジング活用事例

①ＣＤＥが活用可能

①②ＣＤＥが活用可能 ①②ＡＢが活用可能

病床の機能転換

基金のCの活用が可能

①病床削減に伴う財政支援

病床削減した病院等に対し、削減病床数等に応じた支援

②統廃合に伴う財政支援

（ア） 統廃合を伴う病床削減を行う場合のコストに充当するための支援
※関係病院全体へ交付し、配分は病院間で調整
※重点支援区域については一層手厚く支援

（イ） 統合に伴って引き継がれる残債を、より長期の債務に借り換える
際の利払い費の支援

※①②ともに稼働病床の10%以上削減することが条件

新たなダウンサイジング支援（令和2年度全額国費８４億円）

Ａ 再編統合に伴い必要となる施設・設備整備費

Ｂ 再編統合と一体的に行う宿舎・院内保育所の施設整備費

Ｃ 急性期病床から回復期病床等への転換に要する建設費用

Ｄ 不要となる建物（病棟・病室等）・医療機器の処分（廃棄、解体又は
売却）に係る損失

Ｅ 早期退職制度の活用により上積みされた退職金の割増相当額

地域医療介護総合確保基金（令和2年度公費５６０億円（区分Ⅰ） ）

施設・設備の整備に係る費用が基本

確保基金では対処ができない課題について対処

支援策

第3回地域医療確保に関する国と地方の協議の場（12月24日（火）） 厚生労働省提出資料 5



【統合支援】統廃合（廃止病院あり）を伴う病床削減を行う場合の
コストに充当するため、関係病院全体で廃止病床１床あたり病床稼
働率に応じた額を関係病院全体へ交付（配分は関係病院で調整）。
※重点支援区域のプロジェクトについては一層手厚く支援
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象。

（参考：新たな財政支援の概要）

稼働病棟より病床を削減した病院等（統廃合により廃止する場合
も含む。）に対し、1床あたり病床稼働率に応じた額を交付。
※病床数を稼働病床の10％以上削減する場合に対象。

【利子補給】統廃合を伴う病床削減を行う場合において、廃止され
る病院の残債を統廃合後残る病院に承継させる場合、当該引継債務
に発生する利子について一定の上限を設けて統合後病院へ交付。
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象。

※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る。

病床200床

「病床削減」 に伴う財政支援

病床削減

病床150床

削減病床数等に応じて交付

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について交付。

配分はＢ病院を含めた関係病
院全体で調整。

引き継いだ債務の利子負担を軽減

金利

元金 元金

DS補助金
利子補給

利子補給金の支払

統合後の病院 廃止となる病院

承継

「統廃合」 に伴う財政支援

第3回地域医療確保に関する国と地方の協議の場（12月24日（火）） 厚生労働省提出資料 6



＜2015年度（平成27年度）から実施＞（約1,700億円）

○ 低所得者対策の強化
（低所得者数に応じた自治体への財政支援を拡充）

＜2018年度（平成30年度）から実施＞（約1,700億円）

（単位：億円）

○ 国保の財政運営を都道府県単位化する国保改革とあわせ、毎年約3,400億円の財政支援の拡充
を行う。

1,700億円

○財政調整機能の強化

（精神疾患や子どもの被保険者数など自治体の責めによらない要因への対応） 800億円

○保険者努力支援制度

（医療費の適正化に向けた取組等に対する支援）

８４０億円
（2019年度、2020年度は

910億円）

○財政リスクの分散・軽減方策

（高額医療費への対応） 60億円

※ 保険料軽減制度を拡充するため、2014年度（平成26年度）より別途500億円の公費を投入
※ 2015～2018年度（平成27～30年度）予算において、2,000億円規模の財政安定化基金を積み立て

【参考】

国保改革による財政支援の拡充について

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和２年度）

低所得者対策の強化 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

財政調整機能の強化・
保険者努力支援制度等

－ － － 1,700 1,7７0 1,770

財政安定化基金の造成
＜積立総額＞

２００
＜200＞

４００
＜600＞

1,100
＜1,700＞

300
＜2,000＞

－
＜2,000＞

－
＜2,000＞

※ 保険者努力支援制度については、2020年度は、上記とは別に新規500億円により予防・健康づくりを強力に推進

令和元年12月20日
第７回社会保障制度改革推進本部資料
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【都道府県による基盤整備事業】 （１３５億円）

○ 国保ヘルスアップ支援事業の拡充（上限額引上げ）
◎ 人材の確保・育成事業
◎ データ活用の強化

【市町村事業】 （１１５億円）

○ 国保ヘルスアップ事業・保健指導事業の拡充（上限額引上げ）
◎ 効果的なモデル事業（※都道府県も実施可）

※ ◎は新たに設ける重点事業

保険者努力支援制度の抜本的な強化

事業内容

人生１００年時代を見据え、保険者努力支援制度を抜本的に強化し、新規５００億円（総額５５０億円）により予防・健康づくりを強力に促進

新規５００億円について、保険者努力支援制度の中に

① 「事業費」として交付する部分を設け（２００億円。現行の国保ヘルスアップ事業を
統合し事業総額は２５０億円）、

※ 政令改正を行い使途を事業費に制限

② 「事業費に連動」して配分する部分（３００億円）と合わせて交付

※ 既存の予防・健康づくりに関する評価指標に加え、①の予防・健康づくり事業を拡大する
等により、高い点数が獲得できるような評価指標を設定し配分

⇒ ①と②と相まって、自治体における予防・健康づくりを抜本的に後押し（「予防・
健康づくり交付金」）

事業スキーム（右図）

１,０００億円

＋

①予防・健康づくり事業費
２００億円

既
存
分

【見直し後の保険者努力支援制度】

②事業費に連動して配分
３００億円

※一部特調を活用

新
規
５
０
０
億
円

統合
＋国保ヘルスアップ事業

約５０億円

令和元年12月20日
第７回社会保障制度改革推進本部資料
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各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組及び都道府県が行う市町村に対する取組の支援に対し、それぞれ評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、
交付金を交付する。
※介護保険保険者努力支援交付金については、財源を介護予防等に有効に活用するための枠組みについて検討中。

○ 平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよう、
ＰＤＣＡサイクルによる取組を制度化

○ この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村や都道府県
の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための新たな交付金を創設

○ 令和２年度においては、公的保険制度における介護予防の位置付けを高めるため、社会保障充実分（介護保険保険者努力支援交付金）による予算規模の抜本的な
強化と合わせ、介護予防・健康づくり等に資する取組を評価することにより配分基準のメリハリ付けを強化

趣 旨

＜参考＞平成２９年介護保険法改正による保険者機能の強化

データに基
づく地域課
題の分析

取組内容・
目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予防を実施
・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア会議を活用しケア
マネジメントを支援 等

適切な指標による
実績評価

・ 要介護状態の維
持・改善度合い

・ 地域ケア会議の開
催状況
等

インセンティブ

・ 結果の公表
・ 財政的インセ

ンティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援

国による
分析支援

概 要

令和２年度所要額（令和元年度予算額）：400億円(200億円）
400億円の内訳
・保険者機能強化推進交付金 ：200億円
・介護保険保険者努力支援交付金：200億円（社会保障の充実分）

介護保険保険者努力支援交付金・保険者機能強化推進交付金

＜市町村分＞
１ 配分 介護保険保険者努力支援交付金200億円のうち190億円程度

保険者機能強化推進交付金200億円のうち190億円程度
２ 交付対象 市町村（特別区、広域連合及び一部事務組合を含む。）
３ 活用方法 国、都道府県、市町村及び第２号保険料の法定負担割合に加えて、

介護保険特別会計に充当
なお、交付金は、高齢者の市町村の自立支援・重度化防止等に向

けた取組を支援し、一層推進することを趣旨としていることも踏まえ、
各保険者は、交付金を活用し、地域支援事業、市町村特別給付、保
健福祉事業を充実し、高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防等
に必要な取組を進めていくことが重要。

＜都道府県分＞
１ 配分 介護保険保険者努力支援交付金200億円のうち10億円程度

保険者機能強化推進交付金200億円のうち10億円程度
２ 交付対象 都道府県
３ 活用方法 高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて市町村を支援する

各種事業（市町村に対する研修事業や、リハビリ専門職等の派
遣事業等）の事業費に充当。

厚生労働省作成
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事 項 事 業 内 容
令和２年度
予算案 国分 地方分

待機児童の解消

•「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度末までに32万人分の受け皿を
整備。

• 保育士の確保や他産業との賃金格差を踏まえた処遇改善に更に取り組む
（2019年４月から更に１％（月3000円相当）の賃金引上げ）。

722 358 364

幼児教育・保育の無
償化

• ３歳から５歳までの全ての子供たち及び０歳～２歳までの住民税非課税世帯の
子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園等の費用を2019年10月から無償化。

8,858 3,410 5,448

高等教育の無償化
• 少子化に対処するため、低所得世帯であっても社会で自立し活躍できる人材を

育成する大学等において修学できるよう、高等教育の修学支援（授業料等減免・
給付型奨学金）を着実に実施（2020年４月実施）。

5,274 4,882 392

介護人材の処遇改善

• リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を目指し、経験・技

能のある介護職員に重点化を図りつつ、介護職員の更なる処遇改善を実施。こ
の趣旨を損なわない程度で、介護職以外の職員の処遇改善も実施（2019年10
月実施）。

1,003 506 496

合 計 15,857 9,156 6,701

（注１）金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２）「子育て安心プラン」の実現に必要な企業主導型保育事業（幼児教育・保育の無償化の実施後は、３歳から５歳までの子供たち及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供たちの企業主導型保育事業の利用者負担を
助成する事業を含む。）と保育所等の運営費（０歳から２歳までの子供に相当する部分）には、別途、事業主が拠出する子ども・子育て拠出金を充てる。

（注３）就学前の障害児の発達支援についても、併せて無償化を行う。

（注４）幼児教育・保育の無償化に係る令和元年度の地方負担分は全額特例交付金により補填。

（注５）障害福祉人材について、介護人材と同様の処遇改善を行う観点から対応を行う。

令和２年度における「新しい経済政策パッケージ」（概要）

（注３）

（単位：億円）

社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、安定財源として、2019年10月に予定される消費税率10％への引上げによる財源を活用する。消費税
率の２％の引上げにより５兆円強の税収となるが、この増収分を教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保等と、財政再建とに、それぞれ概ね半分
ずつ充当する。前者について、新たに生まれる1.7兆円程度を、本経済政策パッケージの幼児教育の無償化、「子育て安心プラン」の前倒しによる待機児童の
解消、保育士の処遇改善、高等教育の無償化、介護人材の処遇改善に充てる。これらの政策は、2019年10月に予定されている消費税率10％への引上げを
前提として、実行することとする。

新しい経済政策パッケージについて（平成29年12月８日閣議決定）（抜粋）

（注２）

（参考）
令和元年度
予算額

536

3,882

－

421

4,839

（注４）

（注５）
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給付の種別 区分
財源負担割合 令和２年度予算額 令和元年度予算額（補正後）

国 都道府県 市町村 国 都道府県 市町村 国 都道府県 市町村

子どものための
教育・保育給付

＜新制度＞
保育所・幼稚園等

私立 1/2 1/4 1/4 4,980 2,490 1,245 1,245 2,361 1,181 590 590

公立 - - 10/10 2,038 0 0 2,038 1,009 0 0 1,009

子育てのための
施設等利用給付

＜旧制度＞私立幼稚園等 1/2 1/4 1/4 1,247 623 312 312 696 348 174 174

認可外保育施設等 1/2 1/4 1/4 267 133 67 67 141 70 35 35

預かり保育、一時預かり、ファミリー・
サポート・センター、病児保育 1/2 1/4 1/4 326 163 82 82 168 84 42 42

合 計 8,858 3,410 1,705 3,743 4,375 1,683 842 1,850

幼児教育・保育の無償化に係る財源確保

○ 幼児教育の無償化については、消費税率10％への引上げによる増収分の使い道を見直すことにより、必要な地方財源を確保。

○ 令和元年度における幼児教育・保育の無償化に係る地方負担については、「子ども・子育て支援臨時交付金」を創設し、
全額国費による対応としていたところ、保育所の利用者の増加により、所要額が当初予算額（2,349億円）を上回ることが見込
まれたことから、令和元年度補正予算において増額（342億円）。

○ 令和２年度の地方財政計画においては、幼児教育・保育の無償化に係る地方負担額5,448億円を全額計上した上で、地方の
安定的な財政運営に必要となる一般財源総額について、前年度を0.7兆円上回り確保。

○ 全額国費による負担として措置することとされている令和２年度における事務費及び令和３年度から令和５年度までにおける
認可外保育施設等の無償化に係る事務費については、令和２年度において所要額（360億円）を「子育て支援対策臨時特例
交付金」として都道府県に交付し、安心こども基金を積増し。

（単位：億円）＜幼児教育・保育の無償化に係る国と地方の財源負担割合及び予算額＞

（注）四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

5,448億円
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【支援対象となる学校種】大学・短期大学・高等専門学校・専門学校
【支援内容】①授業料等減免制度の創設 ②給付型奨学金の支給の拡充
【支援対象となる学生】住民税非課税世帯 及び それに準ずる世帯の学生

（（令和２年度の在学生（既入学者も含む）から対象））
【財源】少子化に対処するための施策として、消費税率引上げによる財源を活用

国負担分は社会保障関係費として内閣府に予算計上、文科省で執行

授業料等減免
○ 各大学等が、以下の上限額まで授業料等の減免を実施。減免に
要する費用を公費から支出

（授業料等減免の上限額（年額）（住民税非課税世帯））
国公立 私立

入学金 授業料 入学金 授業料

大学 約28万円 約54万円 約26万円 約70万円

短期大学 約17万円 約39万円 約25万円 約62万円

高等専門学校 約８万円 約23万円 約13万円 約70万円

専門学校 約７万円 約17万円 約16万円 約59万円

給付型奨学金
○ 日本学生支援機構が各学生に支給
○ 学生が学業に専念するため、学生生活を送るのに必要な学生生活費を
賄えるよう措置

（給付型奨学金の給付額（年額）（住民税非課税世帯））

国公立 大学・短期大学・専門学校 自宅生 約35万円、自宅外生 約80万円

国公立 高等専門学校 自宅生 約21万円、自宅外生 約41万円

私立 大学・短期大学・専門学校 自宅生 約46万円、自宅外生 約91万円

私立 高等専門学校 自宅生 約32万円、自宅外生 約52万円

支援対象者の要件
○ 進学前は成績だけで否定的な判断をせず、レポート等で本人の
学修意欲を確認
○ 大学等への進学後の学修状況に厳しい要件

大学等の要件：国又は自治体による要件確認を受けた大学等が対象

○ 学問追究と実践的教育のバランスが取れた大学等
○ 経営に課題のある法人の設置する大学等は対象外

令和２年度予算（案） 4,882億円

授業料等減免
2／3

1／3

２／3

1／3

約270万円
〔非課税〕

約300万円 約380万円年収目安

（両親・本人・中学生の家族４人世帯の場合の目安。基準を満たす世帯年収は
家族構成により異なる）

給付型奨学金

住民税非課税世帯に準ずる世帯の学生

住民税非課税世帯の学生の２／３又は１／３を
支援し、支援額の段差を滑らかに

高等教育の修学支援新制度について （実施時期：令和2年4月1日／通常国会で法成立：令和元年5月10日）
【幼児教育･高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針(平成30年12月28日関係閣僚合意)より】

※詳細は、文部科学省ホームページ「高等教育の修学支援新制度」参照（http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/index.htm）

＊政省令：令和元年6月28日公布

授業料等減免 2,528億円
給付型奨学金 2,354億円

※公立大学等及び私立専門学校に係る
地方負担分（392億円）は含まない。

文部科学省資料
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地域医療構想の現状について

○ 「地域医療構想」は、2025年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために医療機能ごとに2025年の医療需要と病床

の必要量を推計し、定めるもの。（医療介護総合確保推進法に基づき都道府県が策定。2016年度中に全団体策定済）

○ 2017年度以降、個別の病院名や転換する病床数等の「具体的対応方針」の速やかな策定に向けて、概ね二次医療圏

ごとに地域医療構想調整会議を設けて具体的に議論。（公立病院95％、公的医療機関等98%が策定済（2019.3時点））

○ 現状、同方針に基づく公立・公的医療機関等の2025年の病床見込み数は、2025年にあるべき病床の必要量と乖離。

※経済財政諮問会議（R1.5.31）民間議員提出資料より抜粋

◎経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）抄
地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データの分析

を行い、具体的対応方針の内容が、民間医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成すべき医療機
能の再編、病床数等の適正化に沿ったものとなるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行
うとともに、適切な基準を新たに設定した上で原則として2019年度中に対応方針の見直しを求める。

2025年必要量と比較
し、全体の病床数は

2.7万床過剰

【機能別病床数の2025年見込みと必要量の比較】

→厚生労働省から、各都道府県知事あてに「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」（令和２年
１月１７日付け医政局長通知）を発出。今後、各地域の地域医療構想調整会議で議論。 13



地域医療確保に関する国と地方の協議の場について

2025年の地域医療構想の実現に向け、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革も含め三位一体で推進し、

持続可能な地域医療提供体制の確保に向けて、総合的な医療提供体制改革を実施する必要がある。そのため

には、国と地方が共通の認識をもって取組を進めることが重要であることから、地域医療確保に関する事項

について協議を行うため、「地域医療確保に関する国と地方の協議の場」（以下「協議の場」という。）を

開催する。

全国知事会 平井鳥取県知事（社会保障常任委員長）

全国市長会 立谷相馬市長（全国市長会会長）

全国町村会 椎木山口県周防大島町長（全国町村会副会長）

厚生労働省 橋本副大臣

吉田医政局長

総 務 省 長谷川副大臣

内藤自治財政局長

① 地域医療構想

② 医師の地域偏在対策

③ 医師の働き方改革

10月４日 第１回 協議の場 議題：地域医療構想等について

11月12日 第２回 協議の場 議題：地域医療構想に関する地方との意見交換について、

民間病院データについて、医師偏在対策について、

厚生労働省及び総務省の財政支援策及び概算要求の内容について

12月24日 第３回 協議の場 議題：地域医療構想に係る令和２年度予算及び地方財政措置について、

地方に対する再検証要請について、民間病院データの提供方法について

１．開催趣旨

２．構 成 ３．協議事項

４．開催実績（令和元年）

14



第３章 経済再生と財政健全化の好循環

２ 経済・財政一体改革の推進等
（２）主要分野ごとの改革の取組

①社会保障

（医療・介護制度改革）

（ⅲ）保険者機能の強化
一人当たり医療費の地域差半減、一人当たり介護費の地域差縮減に向けて、国とともに都道府県が積極的な役

割を果たしつつ、地域別の取組や成果について進捗管理・見える化を行うとともに、進捗の遅れている地域の要
因を分析し、保険者機能の一層の強化を含め、更なる対応を検討する。
法定外繰入等の解消について、国保財政を健全化する観点から、その解消期限や公費の活用等解消に向けた実

効的・具体的な手段が盛り込まれた計画の策定を求めるとともに、保険者努力支援制度における加減算双方向で
のインセンティブ措置を導入し、法定外繰入等の一人当たりの額が大きい都道府県を含め、法定外繰入等の早期
解消を促す。国保の都道府県内保険料水準の統一や収納率の向上など受益と負担の見える化に取り組む都道府県
の先進・優良事例について全国展開を図る。高齢者の医療の確保に関する法律第14条に基づく地域独自の診療報
酬について、都道府県の判断に資する具体的な活用策の在り方を検討する。国保の普通調整交付金の配分につい
て、骨太方針2020における取りまとめに向けて、所得調整機能の観点や、加入者の性・年齢で調整した標準的な
医療費を基準とする観点から引き続き地方団体等と議論を継続する。

介護の保険者機能強化推進交付金についても、アウトカム指標の割合の計画的引上げ等とともに、介護予防な
どの取組を重点的に評価するなど配分基準のメリハリの強化や更なる見える化を通じて、保険者へのインセン
ティブを強化する。また、第８期介護保険事業計画期間における調整交付金の活用方策について、地方自治体関
係者の意見も踏まえつつ、関係審議会等において検討し、所要の措置を講ずる。住所地特例制度の適用実態を把
握するとともに、高齢者の移住促進の観点も踏まえ、必要な措置を検討する。

【参考】 経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月２１日閣議決定）＜抜粋＞
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新経済・財政再生計画 改革工程表2019 (抄)
（令和元年12月19日 経済財政諮問会議決定）

２-３ 医療・福祉サービス改革

2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

39

ⅲ

医療保険の審査支払機関について、「支払基金業務効率化・高度
化計画・工程表」等に掲げられた改革項目を着実に進める。

医療保険の審査支払機関について、審査支払新シ
ステムの構築等、「支払基金業務効率化・高度化
計画・工程表」等に掲げられた改革項目を着実に
進める。

≪厚生労働省≫

○「支払基金業務効
率化・高度化計画・
工程表」等に掲げら
れた改革項目16項目
の進捗状況
【各年度時点での十
分な進捗を実現】

○コンピュータで審
査完結するレセプト
の割合
【システム刷新後２
年以内に９割程度】

○既存の支部設定コ
ンピュータチェック
ルールの移行・廃止
【新システム稼働時
までに集約完了

45 国保の普通調整交付金について見直しを検討　

普通調整交付金について、所得調整機能を維持しながら、医療費
適正化のインセンティブを効かせる観点から、地域差に関する調
整・配分の在り方の検証を進め、都道府県が国民健康保険の財政
運営の責任主体となる新制度の円滑な運営に配慮しつつ、速やか
に関係者間で見直しを検討する。

骨太2020の取りまとめに向けて、普通調整交付金
の配分について、所得調整機能の観点や、加入者
の性・年齢で調整した標準的な医療費を基準とす
る観点から、引き続き地方団体等と議論を継続。

≪厚生労働省≫

― ―

医

療

・

福

祉

サ

ｰ

ビ

ス

改

革

取組事項
実施年度 ＫＰＩ

医療保険の支払審査機関について、「支払基金業務効率化・高度化計画・工程表」等に掲げられた改革項目の着実な推進

データヘルス改革の推進

16

011019
長方形

011019
テキストボックス



ｰ

新経済・財政再生計画 改革工程表2019 (抄)
（令和元年12月19日 経済財政諮問会議決定）
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都道府県
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生
年
金

保険料
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国

保険料
（労使
折半）
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金
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国
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国
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保
険

国
民
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康
保
険

保険料

市町村
都道府県

国

保険料

都道府県

国

後
期
高
齢
者

医
療
制
度

市町村

国

児
童
・
障
害
福
祉

都道
府県

国

生
活
保
護

国

児
童
手
当

保険料
（労使
折半）

雇
用
保
険

共
済
年
金

保険料

保険料 71.5兆円

国
庫

資
産
収
入
等

地方負担 14.7兆円

34.1
兆円

市町
村

市
・

都
道
府
県

保
険
料
（
労
使
折
半
）

保険料 10/10
（全額事業主負担）

保険料 10/10 
（全額事業主負担）

3/4

1/4 1/4

1/2

9/100

41/100

1/3

1/4

1/2

1/2

1/12

1/12

1/2
65歳以上：
23/100
40～64歳：
27/100

1/21/2

1/8

1/8

1/4

75歳以上：1/10
75歳未満：4/10

16.4％

83.6％

1/4

3/4

（
失
業
給
付
）

労
災
保
険

（
雇
用
保
険
二
事
業
）

（労
使
折
半
） 10/10

10/1010/10

（注） ※１ 保険料、国庫、地方負担の額は2019年度当初予算ベース。※２ 保険料は事業主拠出金を含む。※３ 雇用保険（失業給付）については、2017～2019年度の3年間、国庫負担額（１／４）の１０％に
相当する額を負担。※４ 児童・障害福祉のうち、児童入所施設等の措置費の負担割合は、原則として、国1/2、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市1/2等となっている。※５ 児童手当に
ついては、2019年度当初予算ベースの割合を示したものであり、括弧書きは公務員負担分を除いた割合である。

国

55.2%
（60.6％）

市町村

事業主拠出金
17.3%
(9.1％（公務員負担分を除く））

健
康
保
険

（
組
合
健
保
）

都道
府県

13.8%
（15.1％）

13.8%
（15.1％）

※１、２

※１

（注）

※３

※４

※5

社会保障財源の全体像（イメージ） 厚労省作成資料社会保障財源の全体像（イメージ） 厚生労働省作成資料
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70人 × （措置者１人あたり単価 ）

養護老人ホーム措置費に対する交付税措置について

普通交付税措置

○ 養護老人ホームに措置された者に対する当該団体が負担する費用について措置。

○ 平成17年度より養護老人ホーム等保護費負担金が一般財源化されて以降、所要額を地方交付税の基準財政
需要額に参入。

※ 〔市町村分〕標準団体（65歳以上人口29,000人）当たり 108,364千円

※ 密度補正により、実際の被措置者数（４月１日現在）を反映。

※ 令和元年度において、消費税増税（８%→10％）について、半年分の増税額（標準団体当たり 994千円）
を交付税措置額へ反映。

→ 令和2年度においては、この倍額について適切に算定に反映見込み。

標準的な
措置者数の場合

標準的な
措置者数より
多い場合

標準的な
措置者数より
少ない場合

49人 × （措置者１人あたり単価 ）

30人 × （措置者１人あたり単価 ）

（交付税措置のイメージ）

（高齢者保健福祉費、令和元年度算定ベース）

総務省調整課作成
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児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）のポイント
（平成30年12月18日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議決定）

「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成30年７月20日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）
に基づき、児童相談所や市町村の体制及び専門性を計画的に強化するため「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（新
プラン）を策定する。

児童相談所の体制強化

市町村の体制強化

人 → 人 ＋ 2,020 人程度

人 → 人※１ ＋ 790 人程度

人※３ → ＋ 110 人程度

人 → 人 ＋ 2,930 人程度

児童福祉司 3,240 5,260

合計 4,690 7,620

児童心理司 1,360 2,150

保健師 100 各児童相談所※２

市町村※ →

市町村※ →要対協調整機関調整担当者 988 －

子ども家庭総合支援拠点 106 －全市町村

全市町村

※２ 2020年度まで

（注）児童相談所数：212箇所（2018年10月時点） 市町村数：1,741箇所（2018年4月時点）

2017年度
実績

2022年度
目標

増員数

※2018年２月実績

※１ 2024年度までに2,500人 ※３ 複数人配置している児童相談所の人数を含めると、140人
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新プラン本体



						新プランの目標 シン モクヒョウ

										2017年度
実績 ネンド ジッセキ								配置目標 ハイチ モクヒョウ						増員数 ゾウイン スウ

						【児童相談所】　※標準団体（170万人）当たり ジドウ ソウダンジョ ヒョウジュン ダンタイ マンニン ア

						児童福祉司 ジドウフクシシ				3,240				人 ニン		→		5,260				人 ニン		＋		2,020		人程度 ニン テイド

						児童心理司 ジドウ シンリシ				1,360				人 ニン		→		2,150				人 ニン		＋		790		人程度 ニン テイド

						保健師【注１】 ホケンシ チュウ				140				人 ニン		→		各児童相談所 カク ジドウ ソウダンジョ						＋		70		人程度 ニン テイド

						合計 ゴウケイ				4,730				人 ニン		→		7,970				人 ニン		＋		3,250		人程度 ニン テイド

						【市町村、要対協調整機関】 シチョウソン ヨウ タイ キョウ チョウセイ キカン

						子ども家庭総合支援拠点 コ カテイ ソウゴウ シエン キョテン				106				市町村 シチョウソン		→		全市町村 ゼンシチョウソン						－

						要保護児童対策調整機関調整担当者 ヨウホゴ ジドウ タイサク チョウセイ キカン チョウセイ タントウシャ				988				市町村 シチョウソン		→		全市町村 ゼンシチョウソン						－







（○年度まで）

（○年度まで）

（2020年度まで）



新プラン本体 (2)





						児童福祉司 ジドウフクシシ				3,240				人 ニン		→		5,260				人 ニン		＋		2,020		人程度 ニン テイド

						児童心理司 ジドウ シンリシ				1,360				人 ニン		→		2,150				人※１ ニン		＋		790		人程度 ニン テイド

						保健師 ホケンシ				100				人※３ ニン		→		各児童相談所※２						＋		110		人程度 ニン テイド

						合計 ゴウケイ				4,690				人 ニン		→		7,620				人 ニン		＋		2,930		人程度 ニン テイド





（○年度まで）

（○年度まで）



新プラン本体 (3)





										2017年度
実績 ネンド ジッセキ								2020年度
配置目標 ネンド ハイチ モクヒョウ						増員数 ゾウイン スウ

						子ども家庭総合支援拠点 コ カテイ ソウゴウ シエン キョテン				106				市町村 シチョウソン		→		全市町村 ゼンシチョウソン						－

						要保護児童対策調整機関調整担当者 ヨウホゴ ジドウ タイサク チョウセイ キカン チョウセイ タントウシャ				988				市町村 シチョウソン		→		全市町村 ゼンシチョウソン						－
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新プラン本体 (3)





						子ども家庭総合支援拠点 コ カテイ ソウゴウ シエン キョテン				106				市町村※ シチョウソン		→		全市町村						－

						要対協調整機関調整担当者 ヨウ タイキョウ チョウセイ キカン チョウセイ タントウシャ				988				市町村※		→		全市町村						－
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新プラン本体 (2)





										2017年度
実績 ネンド ジッセキ								2022年度
目標 ネンド モクヒョウ						増員数 ゾウイン スウ
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昨今の虐待相談件数の急増、昨年の目黒区の事案、今年の野田市の事案等を踏まえ、以下の通り、児童虐
待防止対策の抜本的強化を図る。 本対策を実施するため、児童虐待を防止するための児童福祉法等の改正
法案を今国会に提出するとともに、２０２０年度予算に向け、さらにその具体化を図る。

① 体罰禁止及び体罰によらない子育て等の推進
・体罰禁止について法定化する。
・体罰や暴力による悪影響が広く理解され、体罰によらない子育てが進められるよう、普及啓発活動を行う。
・民法上の懲戒権の在り方について、施行後２年を目途に必要な見直しを検討する。

② 子どもの権利擁護の在り方に関する検討
・子どもの保護及び支援に当たって、子どもの意見表明権を保障する仕組みについて、施行後２年を目途に必要な検討を進める。

① 乳幼児健診未受診者等に関する定期的な安全確認

② 地域における相談窓口や子育て支援拠点の設置促進等
・子育て世代包括支援センターの2020年度末までの全国展開に向け設置を促進する。
・子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の一体的運用ができるよう、要件の明確化・支援の拡充により、母子保健
分野と子ども家庭福祉分野の連携を強化し、切れ目ない支援を行うことができる体制整備を図る。

③ 相談窓口の周知・徹底
・１８９（いちはやく）の周知、啓発。通話料の無料化。

④ 学校等における虐待等に関する相談体制の強化
・スクールカウンセラーやＳＮＳ等を活用した相談体制を充実。

１ 子どもの権利擁護

２ 児童虐待の発生予防・早期発見

法

法

法

児童虐待防止対策の抜本的強化について①（平成31年３月19日関係閣僚会議決定）（ポイント）
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（１）児童相談所の体制強化
① 介入的な対応等を的確に行うことができるようにするための体制整備

・一時保護等の介入的対応を行う職員と支援を行う職員を分ける等の児童相談所における機能分化を行う。

② 児童相談所において常時弁護士による指導又は助言の下で対応するための体制整備
・児童相談所が措置決定その他の法律関連業務について、常時弁護士による助言・指導の下で適切かつ円滑に行うため、
弁護士の配置又はこれに準ずる措置を行うものとする。

・関係団体の協力も得た採用活動、研修の充実、必要な支援等の拡充。

③ 児童相談所における医師・保健師の配置の義務化
・児童相談所における医師・保健師の配置の義務化。
・関係団体の協力も得た採用活動、研修の充実、必要な支援等の拡充。

④ 第三者評価など児童相談所の業務に関する評価の実施

⑤ 新プランに基づく児童福祉司の２０００人増等に向けた支援の拡充
・新プランに基づく人材確保が進むよう、採用活動に関する支援等の実施。
・専門性確保のため、児童相談所ＯＢの活用や人事ローテーションへの配慮の要請。

⑥ 児童福祉司等への処遇改善
・手当などによる児童福祉司等の処遇改善を図る。

３ 児童虐待発生時の迅速・的確な対応

法

法

法

法

児童虐待防止対策の抜本的強化について② （平成31年３月19日関係閣僚会議決定）（ポイント）
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（２）児童相談所の設置促進
① 児童相談所の設置（管轄区域）に関する基準の設定

・児童相談所について、人口その他の社会的条件を勘案して政令において設置（管轄区域）に関する基準を定める。

② 中核市・特別区の児童相談所の設置の促進
・政府は、施行後５年間を目途に、施設整備、人材確保の状況等を勘案し、中核市及び特別区が児童相談所を設置できるよう、
施設整備、人材確保・育成の支援その他の措置を講ずる。その支援を講ずるに当たっては、関係地方公共団体その他の関
係団体との連携を図る。
・政府は、施行後５年を目途に、支援等の実施状況、児童相談所の設置状況及び児童虐待を巡る状況等を勘案し、施設整備、
人材確保・育成の支援の在り方について検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。
・中核市及び特別区における児童相談所設置に向け、支援を抜本的に拡充する。

③ 一時保護所の環境改善・体制強化
・適切な環境で一時保護できる受け皿確保及び個別的な対応ができる環境整備、職員体制の強化等

（３）市町村の体制強化
① 子ども家庭総合支援拠点に対する支援等の拡充

・2022年度までに子ども家庭総合支援拠点の全市町村設置に向けて、支援を拡充する。

② 要保護児童対策地域協議会の充実強化

（４）子ども家庭福祉に携わる者に関する資格化も含めた資質向上の在り方の検討
・児童福祉司等子ども家庭福祉に携わる者に関する資格の在り方を含めた資質向上策について、施行後１年を目途に検討する。

（５）学校・教育委員会における児童虐待防止・対応に関する体制強化
① 専門スタッフの学校・教育委員会への配置支援

・スクールソーシャルワーカーやスクールロイヤー、警察ＯＢの学校・教育委員会への配置を支援。

② 学校・教育委員会における児童虐待防止・対応に関する研修等の充実
・児童虐待対応マニュアルを作成、実践的な研修を推進。

３ 児童虐待発生時の迅速・的確な対応

法

法

法

法

児童虐待防止対策の抜本的強化について③ （平成31年３月19日関係閣僚会議決定）（ポイント）
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① 里親の開拓及び里親養育への支援の拡充
・里親の負担軽減（一時的に子どもを預かるサービスの利用促進）や手当の充実等。

② 特別養子縁組制度等の利用促進
・特別養子縁組の成立要件を緩和する（養子となる者の年齢の上限を引き上げる）等の見直しを行う。

③ 児童養護施設等の小規模かつ地域分散化の推進

④ 自立に向けた支援の強化
・18歳到達後の者を含め、児童養護施設を退所した子ども等に対し、住まいの確保や進学・就職を支援する措置の拡充を図る。

（６）ＤＶ対応と児童虐待対応との連携強化等
① ＤＶ対応と児童虐待対応との連携強化

② 婦人相談所・一時保護所の体制強化

（７）関係機関間の連携強化等
① 学校・福祉施設等の職員に関する守秘義務の法定化

② 児童相談所・市町村における情報共有の推進
・全都道府県で、児童相談所と市町村の情報共有システムを推進。全国的な情報共有に向けた検討を進める。

③ 保護者支援プログラムの推進
・専門医療機関、民間団体と連携した実施、重大事例の検証を踏まえた活用方法の検討。

④ 児童相談所と警察の連携強化

⑤ 児童相談所・市町村、学校・教育委員会と警察との連携強化
・児童虐待に係る情報の管理、関係機関と連携した対応について周知徹底。

４ 社会的養育の充実・強化

３ 児童虐待発生時の迅速・的確な対応

法

法

児童虐待防止対策の抜本的強化について④ （平成31年３月19日関係閣僚会議決定） （ポイント）
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児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律（令和元年法律第46号）の概要

改正の趣旨

児童虐待防止対策の強化を図るため、児童の権利擁護、児童相談所の体制強化及び関係機関間の連携強化等の所要の措置を講ずる。

１．児童の権利擁護【①の一部は児童虐待の防止等に関する法律、それ以外は児童福祉法】

① 親権者は、児童のしつけに際して体罰を加えてはならないこととする。児童福祉施設の長等についても同様とする。

② 都道府県（児童相談所）の業務として、児童の安全確保を明文化する。

③ 児童福祉審議会において児童に意見聴取する場合においては、その児童の状況・環境等に配慮するものとする。

２．児童相談所の体制強化及び関係機関間の連携強化等

（１）児童相談所の体制強化等【①・⑥・⑦は児童虐待の防止等に関する法律、それ以外は児童福祉法】

① 都道府県は、一時保護等の介入的対応を行う職員と保護者支援を行う職員を分ける等の措置を講ずるものとする。

② 都道府県は、児童相談所が措置決定その他の法律関連業務について、常時弁護士による助言・指導の下で適切かつ円滑に行うため、

弁護士の配置又はこれに準ずる措置を行うものとするとともに、児童相談所に医師及び保健師を配置する。

③ 都道府県は、児童相談所の行う業務の質の評価を行うことにより、その業務の質の向上に努めるものとする。

④ 児童福祉司の数は、人口、児童虐待相談対応件数等を総合的に勘案して政令で定める基準を標準として都道府県が定めるものとする。

⑤ 児童福祉司及びスーパーバイザーの任用要件の見直し、児童心理司の配置基準の法定化により、職員の資質の向上を図る。

⑥ 児童虐待を行った保護者について指導措置を行う場合は、児童虐待の再発を防止するため、医学的又は心理学的知見に基づく指導を

行うよう努めるものとする。

⑦ 都道府県知事が施設入所等の措置を解除しようとするときの勘案要素として、児童の家庭環境を明文化する。

（２）児童相談所の設置促進【①は児童福祉法、②・③は改正法附則】

① 児童相談所の管轄区域は、人口その他の社会的条件について政令で定める基準を参酌して都道府県が定めるものとする。

② 政府は、施行後５年間を目途に、中核市及び特別区が児童相談所を設置できるよう、施設整備、人材確保・育成の支援等の措置を講ずるものとする。

その支援を講ずるに当たっては、関係地方公共団体その他の関係団体との連携を図るものとする。

③ 政府は、施行後５年を目途に、支援等の実施状況、児童相談所の設置状況及び児童虐待を巡る状況等を勘案し、施設整備、人材確保・

育成の支援の在り方について検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

改正の概要

（令和元年６月19日成立・６月26日公布）
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（３）関係機関間の連携強化

【①は児童福祉法、②～④・⑤の前段は児童虐待の防止等に関する法律、⑤の後段は配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律】

① 要保護児童対策地域協議会から情報提供等の求めがあった関係機関等は、これに応ずるよう努めなければならないものとする。

② 国及び地方公共団体は、関係地方公共団体相互間並びに市町村、児童相談所、福祉事務所、配偶者暴力相談支援センター、学校及び

医療機関の間の連携強化のための体制の整備に努めなければならないものとする。

③ 児童虐待を受けた児童が住所等を移転する場合に、移転前の住所等を管轄する児童相談所長は移転先の児童相談所長に速やかに

情報提供を行うとともに、情報提供を受けた児童相談所長は要保護児童対策地域協議会が速やかに情報交換を行うことができるための

措置等を講ずるものとする。

④ 学校、教育委員会、児童福祉施設等の職員は、正当な理由なく、その職務上知り得た児童に関する秘密を漏らしてはならないこととする。

⑤ ＤＶ対策との連携強化のため、婦人相談所及び配偶者暴力相談支援センターの職員については、児童虐待の早期発見に努めることとし、

児童相談所はＤＶ被害者の保護のために、配偶者暴力相談支援センターと連携協力するよう努めるものとする。

３．検討規定その他所要の規定の整備

① 児童福祉司の数の基準については、児童福祉司の数に対する児童虐待相談対応件数が過重なものとならないよう、必要な見直しが

行われるものとする。

② 児童相談所職員の処遇改善、一時保護所等の量的拡充・一時保護の質的向上に係る方策等に対する国の支援等の在り方について、

速やかに検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

③ 民法上の懲戒権の在り方について、施行後２年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

④ 一時保護その他の措置に係る手続の在り方について、施行後１年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

⑤ 児童の意見表明権を保障する仕組みとして、児童の意見を聴く機会の確保、児童が自ら意見を述べる機会の確保、その機会に児童を

支援する仕組みの構築、児童の権利を擁護する仕組みの構築その他の児童の権利擁護の在り方について、施行後２年を目途に検討を加え、

必要な措置を講ずるものとする。

⑥ 児童福祉の専門知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策について、施行後１年を目途に検討を加え、

必要な措置を講ずるものとする。

⑦ 児童虐待の防止等に関する施策の在り方について、施行後５年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

⑧ 通報の対象となるＤＶの形態及び保護命令の申立をすることができるＤＶ被害者の範囲の拡大、ＤＶ加害者の地域社会における

更生のための指導等の在り方について、公布後３年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

⑨ その他所要の規定の整備を行う。

令和２年４月１日（３②及び⑧については公布日、２（１）②及び⑤の一部については令和４年４月１日、２（２）①は令和５年４月１日。）

施行期日
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令和２年度 児童虐待防止対策に係る主な地方財政措置

１ 児童福祉司等の増員
・ 「児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）」に基づき、
各自治体が体制強化に取り組むことができるよう、右記のとおり標準
団体における普通交付税措置を拡充

区 分 令和元年度 令和２年度 増 員

児童福祉司 58人 63人 ＋5人

児童心理司 22人 24人 ＋2人

保健師 3人 3人 -

合計 83人 90人 +7人２ 児童福祉司等の処遇改善
・ 「児童虐待防止対策の抜本的強化について」に基づき、一時保護所
職員と同様（※）に、各自治体が児童福祉司等の処遇改善に取り
組むことができるよう、右記のとおり標準団体における普通交付税措置
を拡充

区 分 令和元年度 令和２年度 増 額

特殊勤務手当 6,129千円 21,600千円 +15,471千円

【道府県の標準団体（人口170万人）当たり】
（款）社会福祉費 （細目）児童福祉費 （細節）児童相談所費

※令和２年度においては、児童福祉司・児童心理司・保健師について、
一時保護所職員と同様、月額２万円で積算

３ 児童相談所・一時保護所の整備促進
・ 「児童虐待防止対策の抜本的強化について」に基づき、各自治体が児童相談所・一時保護所の整備に取り組むことができるよう、
下記のとおり地方財政措置を拡充

【児童相談所】

施設整備事業（一般財源化分）
（充当率100%、交付税措置率70%）

一般単独事業
（充当率75％）

一般
財源

施設整備事業（一般財源化分）
（充当率100%、交付税措置率70%）

一般単独事業
(充当率90％、交付税措置率50%)

一
般
財
源

【児童相談所一時保護所】

次世代育成支援施設整備交付金
（国庫１／２）

次世代育成支援施設整備交付金
（国庫１／２）

一般補助施設整備等事業
(充当率90％、交付税措置率50%)

一
般
財
源

公共事業等【都道府県】
(充当率90％、交付税措置率22.2%)

一
財

※ 一般財源化前の国庫補助金相当額（事業費の1/2）の30%については、普通交付税
（単位費用）により措置

【道府県の標準団体（人口170万人）当たり】
（款）社会福祉費 （細目）児童福祉費 （細節）児童相談所費

令 和
元年度

令 和
２年度

令 和
元年度

令 和
２年度

※ 一時保護所職員に対する処遇改善（令和２年度予算案）
精神的・肉体的負担が大きい業務の性質や専門性を有する人材の確保が求めら

れている児童相談所一時保護所職員について、児童入所施設措置費を拡充（月
額２万円）し、処遇改善を図る。

一般補助施設整備等事業
【市・区】(充当率75%)

一般財源
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○ 多様かつ複合化している地域住民の課題への対応や児童虐待の相談件数増加に伴う要

保護児童対策地域協議会への参加、災害発生時の要援護者支援など、地域の見守りを担

う民生委員・児童委員の役割や活動範囲が拡大している。

○ このため、民生委員・児童委員の活動の重要性及びその活動内容や役割の周知の必要

性等を考慮し、民生委員・児童委員及び地区民生委員協議会の活動費について、普通交付

税措置を次のとおり拡充する。

令和元年度 令和２年度

民生委員・児童委員活動費
１人当たり年額 59,000円 60,200円

（＋1,200円）
地区民生委員協議会活動費
標準団体当たり年額 30,912千円 34,750千円

（＋3,838千円）

【普通交付税措置額（社会福祉費・都道府県分）】

民生委員・児童委員に係る地方財政措置
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ICTインフラ整備の推進

○ Society5.0の実現に向けて、その基盤となるインフラである光ファイバ等の整備状況の地域間格差を是正す
るため、全国的な整備の推進とともに、高速・大容量の5Gへの移行等に伴う高度化の推進が必要

○ このため、地域活性化事業債の「地域情報通信基盤整備事業」の対象を拡充するとともに、過疎対策事業債に
「光ファイバ等整備特別分」を創設

１.地域活性化事業債の「地域情報通信基盤整備事業」の拡充

（１）対象団体

条件不利地域(※)又は民間事業者による整備が見込めない地域を有する市町村

※ 離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法、沖縄振興特別措置法、豪雪法、辺地法、山村振興法、半島振興法、
特定農山村法又は過疎対策法において規定される条件不利地域

（２）対象事業の拡充

地方団体が単独事業として実施する以下の事業（下線部分）を対象に追加

２.過疎対策事業債における「光ファイバ等整備特別分」の創設

過疎対策事業債（充当率１００％、元利償還金に対する交付税措置率７０％）のハード事業のうち、光ファイバ等の整備に関する事業を

「光ファイバ等整備特別分」と位置付け、他の事業に優先して同意等予定額を確保

※ 対象事業は上記１.(２)①～④と同じであり、地方単独事業のみならず、国庫補助事業についても対象

対 象 事 業 充当率 交付税措置率

① 光ファイバの新設

９０％ ３０％
② 光ファイバの高度化を伴う更新

③ ケーブルテレビの光化

④ ケーブルテレビの光ファイバの高度化を伴う更新

通信ビル
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先端的な情報通信技術の導入の推進

１．条件不利地域における先端的な情報通信技術の導入の推進

人口減少・少子高齢化が進行する中で、地方団体が5G・IoT・AIなどの先端的な情報通信技術を活用して地域課題
の解決に取り組めるよう、これらの技術の導入に要する経費について、地方財政措置を講ずる

（１）対象団体

条件不利地域（※）を有する地方団体

※ 離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法、沖縄振興特別措置法、豪雪法、辺地法、山村振興法、半島振興法、
特定農山村法又は過疎対策法において規定される条件不利地域

（２）対象事業

地方団体が条件不利地域において地域住民の生活の維持・向上に必要な
サービスを提供するための5G・IoT・AIなど先端的な情報通信技術の導入経費

（３）地方財政措置（特別交付税措置）

措置率：０．５（財政力補正あり）

※ 各年度の事業費上限額 道府県：１億2,000万円、市町村：4,000万円

２．自治体行政のスマート化の実現のための取組の推進

地方団体が自治体行政の高度化・効率化を実現し、持続可能な行政サービスを確保するために必要な技術を導入
する経費について、地方財政措置を講ずる

（１）対象事業

RPA、共同オンライン申請システム、インフラ点検に必要なドローン等、
地方公務員向けテレワークの導入経費

（２）地方財政措置（特別交付税措置）

措置率：０．５（財政力補正あり）

※ RPAの導入については措置率０．３（財政力補正あり）

テレビ電話を活用した
遠隔診療

ドローンを活用した
スマート農林水産業
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○ Society 5.0時代を生きる子供たちにとって、教育におけるICTを基盤とした先端技術等の効果的な活用が求められる一方で、現
在の学校ICT環境の整備は遅れており、自治体間の格差も大きい。令和時代のスタンダードな学校像として、全国一律のICT環
境整備が急務。

○ このため、１人１台端末及び高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するとともに、並行してクラウド活用推進、ICT機器
の整備調達体制の構築、利活用優良事例の普及、利活用のPDCAサイクル徹底等を進めることで、多様な子供たちを誰一人
取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる。

事業概要
（１）校内通信ネットワークの整備
－ 希望する全ての小・中・特支・高等学校等における校内LANを整備

加えて、小・中・特支等に電源キャビネットを整備

措置要件
 「１人１台環境」におけるICT活用計画、さらにその達成状況を踏まえた教員スキル向上などの
フォローアップ計画
 効果的・効率的整備のため、国が提示する標準仕様書に基づく、都道府県単位を基本とした広
域・大規模調達計画
 高速大容量回線の接続が可能な環境にあることを前提とした校内LAN整備計画、あるいはラン
ニングコストの確保を踏まえたLTE活用計画
 現行の「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）」に基づく、地
方財政措置を活用した「端末３クラスに１クラス分の配備」計画

（２）児童生徒１人１台端末の整備
－ 国公私立の小・中・特支等の児童生徒が使用する

PC端末を整備

公立 補助対象：都道府県、政令市、その他市区町村
補助割合：1/2 ※市町村は都道府県を通じて国に申請

私立 補助対象：学校法人、補助割合：1/2
国立 補助対象：国立大学法人、（独）国立高等専門学校機構

補助割合：定額

公立 交付先：民間団体（執行団体）
補助対象：都道府県、政令市、その他市区町村 補助割合：定額（4.5万円）
※市町村は都道府県を通じて民間団体に申請、国は民間団体に補助金を交付

私立 補助対象：学校法人、補助割合：1/2（上限4.5万円）
国立 補助対象：国立大学法人、補助割合：定額（4.5万円）

事業スキーム
（２）

※ 支援メニュー （① 校内LAN整備＋端末整備、② 端末独自整
備を前提とした校内LAN整備、③LTE通信費等独自確保を前提
とした端末整備）

学習者用コンピュータ
（３クラスに１クラス分は
地方財政措置の対象）

ネットワーク機器

ＧＩＧＡスクール構想の実現

（１）

令和元年度補正予算額（案） 2,318億円

（文部科学省所管）
公立:2,173億円、私立:119億円、国立:26億円
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「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向けた校内通信ネットワーク整備事業に係る
地方財政措置（イメージ）

国庫補助（補助率1/2） 交付税措置 60％

補正予算債 100％

(1) 令和元年度補正予算の場合

(2) 文部科学省において令和元年度補正予算を繰り越し、令和２年度事業として実施する場合

国庫補助（補助率1/2） 交付税措置 70％

学校教育施設等整備事業債
75％

財源対策債
15％

一般
財源

交付税措置
50％
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１ 発生農家等の防疫・経営支援対策

防疫対策（殺処分、埋却、農場の消毒等）、売上減少に対す
る助成等（国１／２）

ＣＳＦ（豚熱(ぶたねつ)）及びＡＳＦ（アフリカ豚熱）対策に係る地方財政措置

○ 国庫補助負担金等を受けて実施する対策に係る地方負担 ⇒ 措置率０．８
○ 上記対策に関連して実施する地方単独事業 ⇒  措置率０．５

地方団体が負担する経費について、特別交付税措置

２ 野生イノシシ対策

３ 豚への予防的ワクチンの接種

野生イノシシ捕獲強化のためのワナ増設、資材購入等の経
費を支援（国１／２）

特別交付税措置（８割）

地方団体（1/2）国（1/2）

農林水産省は、豚への予防的ワクチンの接種推奨地域の
設定を行っており、設定された都道府県が接種を実施する場
合の経費は国庫により負担（国１／２）

地方団体が負担する経費に
ついて、特別交付税措置

（措置率０．８）

４ 農場への野生動物侵入防護柵の設置

感染経路を遮断するための防護柵について、全国
の農場へ設置するための経費を補助（国１／２）

農家等（1/2）国（1/2）

地方団体が補助した場合、

特別交付税措置（措置率０．８） 特交措置

農家等地方団体
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【対象経費】単身の要介護者や障害者などのゴミ出しが困難な状況にある世帯への支援として、

市区町村が実施する事業に要する以下の経費について、特別交付税措置を講ずる

• ゴミ収集事務の一環として実施する場合は、戸別回収に伴う増加経費

• NPOなどへの支援により実施する場合は、NPOなどへの補助金の額

• 社会福祉協議会などに委託する場合は、委託経費の額

• 未実施団体については、初期経費（対象世帯の調査、計画策定など）

【措置率】 ０．５

○ ゴミ出し支援実施市区町村数 387市区町村（全体の23.5％） （環境省調査結果（平成31年３月時点））

• ゴミ収集事務の一環として実施しているもの 84.7％

• NPOなどへの支援により実施しているもの 10.9％

• 社会福祉協議会などに委託しているもの 12.7％

居宅

ゴミ
集積場 廃棄物

処理施設

市町村の基本業務（ゴミ回収）
（普通交付税（清掃費）で措置）

玄
関

（戸別回収）

NPOなどによるゴミ出し支援

現状

財政措置

高齢者等世帯に対するゴミ出し支援について

○ 高齢者や障害者などが、できる限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むための施策が推進される中にあって、

ゴミ出しが困難でありながら必要な支援を受けられないケースが増加している。

○ 国としてもゴミ出し支援の取組を推進していることを踏まえ、令和元年度から、市区町村が実施する単身の要介護者や
障害者などのゴミ出しが困難な状況にある世帯へのゴミ出し支援に対して、特別交付税措置を講ずる。

※ 複数の形態で実施している市区町村あり

35


	スライド番号 1



